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平成 23年 障害者雇用状況の集計結果

岐阜労働局では、このほど、岐阜県における民間企業や公的機関などにおける、平成

23年の 「障害者雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。

障害者雇用促進法では、社会連帯の理念に基づき、事業主に対 し、常時雇用する従業

員の一定割合 (法定雇用率、民間企業の場合は 1.8%)以上の障害者を雇うことを義務
付けています。

今回の集計結果は、同法に基づき、毎年 6月 1日 現在の身体障害者、知的障害者、

精神障害者の雇用状況について、厚生労働者が障害者の雇用義務のある事業主などに報

告を求めているものです。

【集計結果の主なポイント】

<民間企業>(法定雇用率 1.8%)
0雇用障害者数は 3,956.5人 と過去最高を更新
・実雇用率は 1.65%
・法定雇用率達成企業の割合は 52.2%

<公的機関>(同 2.1%、 岐阜県教育委員会は 2.0%)
・岐阜県知事部局  :雇用障害者数 98.0人、実雇用率 2.H%
・岐阜県警察本部  :雇用障害者数 13.0人 、実雇用率 3.19%
・岐阜県教育委員会 :雇用障害者数 219.0人、実雇用率 1.92%
・市町村の機関  :雇 用障害者数 485.5人 、実雇用率 2.06%

<地方独立行政法人>(同 2.1%)
0雇用障害者数 17.0人、実雇用率 1.07%



障害者雇用状況報告の集計結果 (概要)

(注)平成 22年 7月に制度改正 (短時間労働者の算入、除外率のヨ|き下げ等 (資料
1～ 4参照))があつたため、本年と前年の数値を単純に比較することは適当ではな
い状況。

1 民間企業における雇用状況

○ 雇用されている障害者の数、実雇用率
・民間企業 (56入以上規模の企業 :法定雇用率1.8%)に雇用されている障害者の数
は 3,956.5人で、過去最高となった (仮に、本年について改正前の制度に基づき、

重度以外の短時間身体障害者と短時間知的障害者を除いて計算したとすると、 3,

858.0人 となり、前年より5。 3%(195.5人 )増加となる)。

・雇用者のうち、身体障害者は 2863.0人、知的障害者は974.5人、精神障害者はH
9.0人であった。

・実雇用率は、1.65%で あった (仮に、本年について改正前の制度に基づいて計算

したとすると1.78%程度となるものと推計される (注))。

また、法定雇用率達成企業の割合は52.2%であった。

〔総括表 1、 グラフ①②、詳細表①〕

(注)民間企業における改正前の雇用率に係る推計値の算出方法
・H23障害者数― (短時間重度以外身体+短時間重度以外知的)× 0.5

=制度改正前障害者数①

・H23の短時間以外の常用労働者総数×H22平均除外率

=制度改正前常用労働者総数
。①■②=制度改正前雇用率

○ 企業規模別の状況
・企業規模別にみると、雇用されている障害者の数は、56～ 100人未満規模企業で

555.0人、 100～ 300人未満で 1,302.5人、300～ 500人未満で380.5人、500～ 1,000

人未満で578.5人 、1,000人以上で1,140.0人であつた。

・実雇用率は、民間企業全体の実雇用率
→300～ 500人未満規模企業 (1.74%)、

以上 (1.70%)については上回つた。
→ 100～ 300人未満規模企業 (1.64%)、

った。

1.65%と比較すると、

同500～ 1,000人未満 (1.74%)、 同1,000人

同56～ 100人未満 (1.44%)に ついては下回



・法定雇用率達成企業の割合は、56～ 100人未満規模企業が51.4%、

が53.4%、 300～500人未満が54.7%、 500～ 1,000人未満が 53。 1%、

37.0%であった。

100～ 300人未満

1,000人以上が

〔詳細表②〕

○ 産業別の状況
◆産業別にみると、雇用されている障害者の数は、「建設業」が57.5人、「製造業」

が1,581.0人 、「情報通信業」が31.0人 、「運輸業・郵便業」が440.0人、「卸売・

小売業」が556.5人 、 「金融業・保険業」が212.0人 、「学術研究、専門・技術サ

ービス業」が33.0人 、 「宿泊・飲食サービス業」が43.0人 、「生活関連サービス

業」が172.5人、「教育・学習支援業」が30.5人、「医療・福祉」が508.5人 、「サ

ービス業」が151.0人 、 「その他」 (「農業・林業」 「鉱業・採石業・砂利採取

業」 「電気・ガス・熱供給・水道業」 「不動産業・物品賃貸業」 「複合サービス

事業」)が 140.0人であった。

・産業別の実雇用率では、「運輸業・郵便業」 (2.03%)、 「医療・福祉」 (1.97%)、
「宿泊業 0飲食サービス業」 (1.83%)の 3業種は法定雇用率を上回つている。

・加えて、 「製造業」 (1.79%)は、民間企業全体の実雇用率 1.65%を上回つてい

る。

〔詳細表③〕

○ 法定雇用率未達成企業の状況
・平成23年の法定雇用率未達成企業は562社。そのうち、不足数が0.5人 または 1人

である企業 (1人不足企業)が、68.9%(387社 )と過半数を占めている。

・また、障害者を 1人 も雇用していない企業 (0人雇用企業)が、未達成企業に占
める割合は、64.6%(363社 )となっている。

〔詳細表④〕

2 公的機関における在職状況

(1)岐阜県矢□事部局 (法定雇用率2.1%)

岐阜県知事部局に在職している障害者の数は98.0人、実雇用率は2.H%であった。
〔総括表 2(1)〕

(2)岐阜県警察本部 (法定雇用率2.1%)

岐阜県警察本部に在職している障害者の数は13.0人、実雇用率は3.19%であった。
〔総括表 2(2)〕

(3)岐阜県教育委員会 (法定雇用率2.0%)



岐阜県教育委員会に在職している障害者の数は219.0人 、実雇用率は1.92%であり、

未達成に転じた。

〔総括表 2(3)〕

(4)市町村の機関 (法定雇用率2.1%)

市町村の機関に在職している障害者の数は485.5人 、実雇用率は2.06%であった

47機関中42機関が達成。

〔総括表2 И)、 詳細表⑤⑥〕

3 地方独立行政法人等における雇用状況

地方独立行政法人 (法定雇用率 2。 1%)に雇用されている障害者の数は17.0人、実
雇用率は1.07%であった。

地方独立行政法人は3法人全てが未達成。

〔総括表3、 詳細表⑦〕



平成23年6月 1日 現在における障害者の雇用状況 (総括表)

|:

1民間企業における雇用状況 (法定雇用率1.8%)

f逸汚重屋脇 : 
② 障害者の数 l③ 実雇用率 iO鑽 雇牌 紋 企業は /企撤 :⑤達成割合

民間企業

240,086.0人  |

2H,605.0人 )(

3,956.5 人 1 1.65 χ 614

587

/ 1,176 1 52.2χ

( 3,662.5 人)( 1.73 %)|( / 1,082)1(54.3%)

全国 (23年 ) 22,260,915.5人 : 366,1990人 1 1.65χ : 34102/ 75,3131 453χ

2公的機関における在職状況

(1)岐阜県知事部局(法定雇用率2.1%)

※全国数値は警察本部を含む知事部局以外の都道府県機関合計

(3)岐阜県教育委員会(法定雇用率2.0%)

9渕 ミiy: ② 障害者の数 :③ 実二
用
重

①不足数

岐阜県知事部届

41636.0人 1  98.0人 ,2.11%
|     |

(   4,451.0人 )|(   95.0 人)( 2.13 %)

0人

(   0人〕

全国(23年 ) 260,148.5人 1  6,321.0人 1 243χ

(2)岐阜県警察本部(法定雇用率2.1%)

9靱 富顧瞥毅 :  ② 障害者
の数  :9実 雇

用率 ④不足数

岐阜県警察本葡

407.0人 1  13.0人 ,3.191
1     1

(    425.0人 )(   13.0 人):( 3.06 %)

0人

(   0人 )

全国(23年 ) 661513.5人 :  1,4840人 1 223%

9馴 葛議瞥裟:② 障害者の ④不足数

岐阜県教育委員会

11,396.0人 1  219.0人 11.92%
:              :

(   H,366.0 人)|(   227.0 人)|( 2.00 %)

8人

(   0人 )

全国 (23年 ) 585,104.0人 : 10,266.5人 : 1.75χ



(3)市町村の機関 (法定雇用率2.1%)

3地方独立行政法人における雇用状況 (法定雇用率2.1%)

注 1 
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定雇用率達成機関の数 /機関数 : ⑤ 達 成 割 合

市町村の機関
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485.5

435.5

人 : 2.06% ０
‘
′
『 / 47 89.4 %

(
人)( 2.22%)|( И

■ /  48)|( 93.8%)

全国(23年 ) 11049,375.5人 : 23,363.0人 1 2.23%1 1,970/ 2,3531 837%

皐湾豪鯉爾陥 : ②障害者の電 ③ 実 雇 用 率  :① 法定雇用率達成機関の数 /機関■  ⑤ 達 成 割 合

地方独立行政

法人

11594.5人 :

1,190.0 人)(

17.0 人 :  1.07 %|
ｎ
ｕ / 0.0 %

3)( 0.0%)
( 8.0人 )( 0.67%)( /

全国(23年 ) 40,7700人 1  6745人 : 165%1  57/ 1001 570χ



民間企業における雇用障害者数と実雇用率の推移

<雇用障害者の数 (人)>
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【岐阜労働局】 【グラフ①】

く実雇用率 (%)>

16

注 1:雇用義務のある企業

2:「障害者の数」とは、

平成 17年 まで

平成 18年以降

平成 22年 7月 以降

(56人以上規模の企業)についての集計である。

次に掲げる者の合計数である。

身体障害者 (重度身体障害者はダブルカウント)

知的障害者 (重度知的障害者はダブルカウント)

重度身体障害者である短時間労働者

重度知的障害者である短時間労働者

身体障害者 (重度身体障害者はダブルカウント)

知的障害者 (重度知的障害者はダブルカウント)

重度身体障害者である短時間労働者

重度知的障害者である短時間労働者

精神障害者

精神障害者である短時間労働者

(精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント)

警量ヨ言層讐言I】
[量露:liζ』liil:
塀鷲燿異嘉ξtty:鵬間鵠割ま

0_5人でカウント)

lユ 臥 で力
"

(障害者全数)

…
精神障害者

― 知的障害者

C=コ身体障害者

一 実雇用率

※平成 22年 7月 に制度改正 く短時間労働者の算入、
状ヽ況である。

除外率の引き下げ等)があつたため、本年と前年までの数値を単純に比較することは適当で



障害者実雇用率と雇用率達成企業割合 (岐阜労働局)【グラフ②】

1.90

1.80

1.70
65.0

1.60
60.0

1.50

1.40

1.30

1.20

1.10

1.00

平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  平成19年  平成20年  平成21年  平成22年  平成23年
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い状況である。
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【別添 資料1】

◎ 法定雇用率とは

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法

律」に基づき、それぞれ以下の割合 (法定雇用率)に相当する数以上の障

害者を雇用しなければならないこととされている。

雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である (な

お、精神障害者は雇用義務の対象ではないが、精神障害者保健福祉手帳保

持者を雇用している場合は雇用率に算定することができる)。

企業 …………・……・…・…。1.8%

以上規模の企業 )

……………………………・ 2.1%

腕量再後駐i合曽圭奨量2賃璽
法人、
〕

○ 国、地方公共団体 …………………………………………… 2.1%

(48人以上規模の機関 )

○ 都道府県等の教育委員会 …………………………………… 2.0%

(50人以上規模の機関 )

(カ ッコ内は、それぞれの割合 (法定雇用率)によって 1人以上の障

害者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。 )

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その 1人の雇用をもって、

2人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者 (1週間の所定労働

時間が 20時間以上 30時間未満の労働者)については、 1人分として、重度

以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者につい

ては、0.5人分としてカウントされる。 (重度以外の身体障害者及び知的障害者

である短時間労働者がカウント対象となったのは今回の報告からである)



【別添 資料 2】

◎ 障害者雇用率制度における短時間労働の取扱いについて

○ 障害者雇用率制度における身体障害者及び知的障害者である短時間労働者の取

扱いについて

平成 22年 7月 1日 から、障害者雇用率制度において、身体障害者又は知的障

害者である短時間労働者 (週所定労働時間 20時間以上 30時間未満)を雇用義

務の対象とし、実雇用率のカウントを0.5カ ウントとすることとしている。

【障害者である短時間労働者のカウントの方法は以下のとおり】

週所定労働時間 30時間り、上 200寺 FBl与 J、上30日寺間未満

身体障害者

1重度

〇 △

◎ 0

知的障害者

1重度

△

○

◎

△

1カウント
2カウント
0.5カウント

◎ O

精神障害者 0 △

〇 障害者雇用率制度における障害者ではない短時間労働者の取扱いについて
短時間労働者である身体障害者又は知的障害者を雇用義務の対象とすることと

合わせ、平成 22年 7月 から、障害者雇用率制度において、障害者ではない短時

間労働者 (週所定労働時間 20時間以上30時間未満)も実雇用率の算定対象と

し、実雇用率のカウントを0.5カウントとすることとしている。

【今回の改正による実雇用率等の計算方法は以下のとおり】

障害者である労働者※の数

実雇用率 =
労働者※の数

法定雇用障害者数 (障害者の雇用義務数)※※

=(労 働者※の数 + の数 XO.5

※  「労働者」には短時間労働者は含まれていない

※※ 小数点以下は切捨て

)× 1.8%



【別添 資料3】

◎ 除外率制度について

○ 民間企業における除外率制度

各事業主が雇用しなければならない障害者の数を算定する基礎となる

常用雇用労働者数を算定する際に、一定の業種に属する事業を行う事業

所の事業主については、その常用雇用労働者数から一定率に相当する労

働者数を控除する制度。

平成 14年の法改正により段階的に廃止・縮小することとされ、平成

22年 7月 1日 から、すべての除外率設定業種について、除外率を 10

%ポイントずつ引き下げている。

(前回の除外率引き下げは平成 16年 4月 1日 )

○ 国及び地方公共団体における除外率制度

各任命権者が採用しなければならない障害者数を算定する基礎となる

職員数を算定する際に、一定の範囲の職種に従事する者を控除する制度。

平成 16年 4月 1日 から、除外職員の範囲を、国民の生命の保護や、

公共の安全と秩序の維持を職務としており、その遂行のためには職員個

人による強制力の行使等が必要であるような職員に限定することとし

た。

なお、旧除外職員である職種に従事する職員の多い機関については、

当該職員が職員総数に占める割合を基に、当分の間、除外率を設定した

上で、廃止の方向で段階的に引き下げ、縮小を進めていくこととしてお

り、平成22年 7月 1日から当該除外率を一律 10%引き下げている。



【別添 資料4】
◎ 民間企業における除外率の改正状況

○ 各除外率設定業種において平成 22年 7月 1日 に施行 された改正の状況
は以下のとお り。

除外率設定業種
除外率

改正前 改正後

・有機化学工業製品製造業  ・石油製品・石炭製品製造業
・輸送用機械器具製造業(船舶製造口修理業及び船用機関製造業を除く。)

5%→ 0%

・その他の運輸に附帯するサービス業(通関業、海運仲立業を除く。)
・電気業  ・郵便局 10%→ 0%

非鉄金属製造業(非鉄金属第一次製錬・精製業を除く。) ・倉庫業
船舶製造・修理業、船用機関製造業   口航空運輸業
国内電気通信業(電気通信回線設備を設置して行うものに限る。)

15%→ 5%

・窯業原料用鉱物鉱業(耐火物・陶磁器・ガラスロセメント原料用に限る。)
・その他の鉱業  ・採石業、砂・砂利・玉石採取業  ・水運業 20%→  10%

ヨ非鉄金属第一次製錬日精製業
口貨物運送取扱業(集配利用運送業を除く。)

25%→  15%

・建設業  ・鉄鋼業  口道路貨物運送業
・郵便業(信書便事業を含む。)

30%→ 20%

・港湾運送業 3596 → 25%

口鉄道業  ・医療業  ・高等教育機関 40%→ 30%

口林業(狩猟業を除く。) 45%→ 35%

口金属鉱業  ・児童福祉事業 50%→ 40%

・特別支援学校(専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。) 5596 → 45%

・石炭E亜炭鉱業 600/6 → 50%

・道路旅客運送業 ・小学校 65% 55%

・幼稚園 7096 → 60%

・船員等による船舶運航等の事業 90%→ 80%
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1民間企業における障害者の雇用状況(法定雇用率1.8%)
【詳細表 ①】

驚甜脇獣離 楊寵早諄脇鵬
.選
箭軍脚

比較することは適当ではない状況である。(1)概況

①概況

②障害種別雇用状況

υ
章害者の数

②身体障害者の数 ③知的障害者の数 ①精神障害者の数

1.I度身

「嘩害者

b 重度
身体障害者
であ 短時

間労働者

に重度以外
|の身体障害
1者

d重度以外
の身体障害
者であ 短
時間労働者

e計
o× 2+b+c+
d× 05

l重度知的 ib 重度
章害者  1知的障害者

:であ 短時
1聞労働者

:.重度以外
7)知的障害
曽

d重度以外
の知的障害

者であ 短

時間労働者

e. 計

`×
2+b+c
+dX05 f.うち新規雇

用分

精神障害者 l精神障害
籠であ 短時

間労働者

計
+dX05

f.うち新規

雇用分

fうち新規雇
用分

3,9565

(  3.6625

人
　
６

Ｄ

人

1,359

:.342)

人 メ

2,8630

26950

2225
168

人
　
８

０

２０

２０

人 人

478

429)

人

9745
SS1 0

メ 人|      メ

6201  1190
350,(   865

人

315
:90)

〔1(1)①表の注〕                                      〔1(1)②表の注〕

注l ②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数         注l①欄の「障害者の数」とは②③④のe欄の計である。
(身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業          2 ②③a欄の重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとし
種について定められた率を乗じて得た数)を除いた労働者数である。                          てぉり、e欄の計を算出するに当たリダブルカウントとしている。

2 ③A欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、1人を2人に相当するものとし          3 ②③④d痴の重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害
ており、E欄の計を算出するに当たリダブルカウントを行い、D欄の「重度以外の身体障害者及び知的障          者である短時間労働者については法律上、1人を0.5人に相当するものと

害者並びに精神障害者である短時間労働者」については法律上、1人を0.5人に相当するものとしてお           しており、e欄を算出するに当たり0.5カウントとしている。

り、E欄の計を算出するに当たり0.5カウントとしている。

3 A、 C欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の労働者であり、B、 D欄は1週間の所定労働時間が          488?ガ
髭冥釘発驚綱賢憲B諷9開二亀側1慮明 恐鶴保冤梅20時間以上30時間未満の労働者である。

間以上30時間未満の労働者である。

4 F欄の「うち新規雇用分」は、平成22年 6月 2日 から平成23年 6月 1日 までの1年間に新規に雇い入れら          5 ②③④f欄の「うち新規雇用分」は、平成22年 6月 2日から平成23年 6月 1
れた障害者数である。                                               日までの1年間に新規に雇い入れられた障害者数である。

5()内 は平成22年6月 1日 現在の数値である。(D欄は精神障害者である短時間勤務職員のみ)            6()内 は平成22年 6月 1日 現在の数値である。

なお、精神障害者は平成18年4月 1日 から実雇用率に算定されることとなった。                     なお、精神障害者は平成18年4月 1日 から実雇用率に算定されることと

なつた。

D
鐘業数

υ
安定雇用障害者
敗の算定の基礎と
なる労働者数

③ 障害者の数 ④

実雇用率
E■②×
100

Э
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き成企業の
敗

⑥
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.ヽ重度身 IB.重度身体
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l身体障害者、
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IE. 計

61:ま
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1驚 :ち
新規雇

1,176

( 1.082)

業企 人
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(  2H.605.0)

人
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人

138

(   H5)

人

1,925

(     1,840)

人

259 0

(    35 0)

人人

3,9565  1     3890

(  36625)(  2730)

%
165

(   1 73)

業企

(

%
522

( 543)



(2)企業規模別の雇用状況

注 1(lЮυ)表 と同じ

【詳細表 ②】

況

区分

1)

2業数 法定雇用障害者数
の算定の基礎と/t・る
労働者数

こ
'実雇用率

=■
②×100

用

企観献
哨

安定雇用

率達成企

tの割合

二ヽ反イ躍暉薔

『
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働者

し ■反以外
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E ,十
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j
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00～ 300未 l■ 513
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(  l 139 0) :(    71 0
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注 10)Э表と同じ



8)産業別の雇用状況
① 概況

【詳細表 ③】

区 分
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②  障害種別雇In状況

区分

壼害者の数
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注 1(l)② の表と同じ



③ 製造来における雇用l状況 (慨況)

区分
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1  97:30,

:77 5

t     169 5)

140

1    10}

1 90

1 75}

7&4

( 650)

その他It拙 28,0445

(    25 9ol o )

5150

(     470 0,

450

1     34 0)

184

(  181)

514

1 514)

その他 5.345 5

(  4.6440)

80 0

1      87 0)

60

(    40)

: 50

1    1 87)

57 6

741 )

:|: l(1)①の表と「nlじ



区分

菫害者の数

r2D身 体障害者の歓

L=睫身r暉警
ξ 障害者である短

時間労働者
|"粛雖暮 暉嘩害者である

E時間労働者
1× 2+b+c+dヌ
)5

L重度知的障害
ξ

=害
者である短

時間労働者 嗜̈
Ｌ
知 的障害者である

嘔時間労働者

:ヽ 2+b+c+d 出臨
1働者

c+d● o5

Ч造業計

(

4

2,
204

(    172}
4120
(  3500〕

人

食料品。たばこ

人

1570
(   1390)

人

4

(   ―    )

人

3

(   ―    )

人

2

(      3)

人

積4L工業 70 5
(     67 0)

1

(     1)
:

(   ―    )

52 5

(      48 0 )
0

(      -1 (

0

(   ―   )

ホ材・家具 0

(   ―    )

67 0
(   620,

0

(      ―
)

0

(   ―    )

′ヽ

'デ
・紙・印刷 80 0

(       75 0) (

l

(   ―    ) (

3

(

21 5
(  220)

化学工業 1620
(      :46 0)

2

(      ―
) )

3

( )(

1

(      
―
)

0

(

3

(

窯業・土石 1

(

0

(      
―
)

0

(

鉄鋼 185
(     180)

0

(      
―
)

1

(

0

( (

非鉄金属 215
(      19 0〕

0

(      ―
) )

210
(   170 )

0

(      
―
)

金属製品 97 5
(      88 0)

0 820
(   750 ,

0 140
(   120 ,

i

0,(

15
(   10 )

電気機 IIP 17■ 5

(    1695)
0

(      ―
)

1

(

1475
(  1510)

0

(       ―,
0

そ′)他機械 5150
(      170 0)

100
(      98)

2

(      
―
)

167
(  16ロ

6

(   ―    )

37
(      32)

0

(   ―   ,

その他 80 0
(     87 0,

0

(   ―  〕
0

(       ―〕
0

(      ―
)

2

(   ―    )

④ 製造業における願,1状況 (障害種別)

注 l`"1の 人と同じ



(3)障害者不足数階級別の法定雇用率未達成企業数

注】 上段lt企業数、下段は当該企業規模階級内における構成比。
2 ②欄の「不足数」とit、 法定層用率を達成するために、現在の雇用障害者数に加えて雇用しなければならない障害者の数である.,

【詳細表 ④】

区分

D法定層用率
達ヽ成企業
う数

②不足数
D障害者の
女が0人で
ある企業数5人 又は 1人 15人又は2人 25人 又は3人 5人又は4人

45人以上
9人以下

9.5人 以上

20人以 下

205人以上
50人以下

505人以上

規模計 ５０２
鯛

381

(689踊

11:

(210%
２０
ｍ

‐９
“

〔
(1 4%|

3
(05%)

１

哺
36(

(646%

6-100人 未満 254
(1000%:

254
(1000り

一

一

24【

(965%:

100300人未満 239
(1000%)

110

(498%〕

10C

(418%|
＝
酬

5

(21%)
1

(04■ )

117
(490%)

300-500人 未満 21

(100幌
9

(310喘〕
B

(2761) (24 1■

4

(138%)
―
倒

１

電

500-1000人 未満 留
∝ (13_儡 |

７

輸 `(87■|
7

(304%)
3

(130囁 )

1

(43■ )

０

電

1,000人 以上 17

(1000%)
2

(11 811)

3

(176Ъ〕 `(176%|
3

(176%)
3

(176■ )

2
(118%)

1

(59%)
(

(00%|



2公的機関(市町村機関)における雇用状況 (法定雇用率2.1%)

① 概況

② 障害種別在職状況

※各表の数値の下欄は平成22年 6月 1日時点の数値であるが、平成22年 7月 に
制度改正(短時間労働者の算入、除外率の引き下げ等)があつたため、本年と
前年の数値を単純に比較することは適当ではない状況である。

【詳細表 ⑤】

υ
隆関数

②
法定雇用障害者
数の算定の基礎
となる職員数

③ 障害者の数 ∪
実雇用率
E+②×
100

り
法定雇用率

達成機関の

数

υ
法定雇用率
達成機関の
割合

A.亘度身体
障害者及び
重度知的障
害者

IB.亘度身体障

1害者及び重度

1知的障害者で

|ある短時間勤
1務職員

C.亘度以外
の身体障害
者、知的障害
者及び精神
障害者

:D重度以外身
1体障害者及び

1恕鯉賭幕諄彗
1者である短時
1間勤務職員

IE. 計
IA× 2+B十 IF.うち新規
C+D× 0.5 :雇用分

機 僕

47

(   18)

人

23,5355

(  19 605.0 }

人

111

(   98)

人

　

　

＞

人

248

(    233)

人

13

(   1 )

人人

485 5  :      47.5

(  135 5)|(    32 0)

拗

206

(  2 22)

磯 医

(

次

89.4

(  938)

」
暉害者の数

②身体障害者の数 ③知的障害者の数 ④精神障害者の数
1.亘度 身 体

嘩害者
お.菫度身
1体障害者で
|ある短時間
1勤務職員

雹鯰 亀 翡
|     :短時間勤務
|    :職 員

le. 
計

a× 2+b tt c

+d× 05

a.亘反 知 円 ib.亘 度 知
障害者  1的障害者で

:ある短時間
:勤務職員
蓬鶉瑾魏誡謄
|     :短 時間勤務 :

|     :職 員   :

C補 智 暉 舌
者

ld.精伸障

1害者である
1短時間勤務
1職員

e.  ョ†
c+d× 05f.うち新規

雇用分
.うち新規雇

赫粉人

485.5
(   435.5)

人

102
88)

人
０
“

人:    人
189 1       11
182):(  ―  )

人

４０６
．
３６４

３６
．
２

人
９
ｍ

人

‐

の

人

０

”

人

０

人

67.0
590

人

10.0
7.0 )

人

‐

２‐

人

２

１‐

人
２

．
２

．

人

1.5

10)

〔①表の注〕
注l ②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職員数 (旧
除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数)を除いた職員数である。

2 ③A欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、1人を2人に相当するものとしており、E欄の計
を算出するに当たリダブルカウントを行い、D欄の「重度以外身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短
時間障害者」については法律上、1人を0.5人に相当する者としており、E欄の計を算出するに当たり0.5カウントとしてい
る。

3 A、 C欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の職員である。B、 D欄は1週間の所定労働時間が20時間以上30時
間未満の職員である。

4 F欄の「うち新規雇用分Jは平成22年 6月 2日から平成23年6月 1日 までの1年間に新規に雇い入れられた障害者数で
ある。

5()内 は平成22年 6月 1日 現在の数値である(D欄は精神障害者である短時間勤務職員のみ)。
なお、精神障害者は平成18年4月 1日 から実雇用率に算定されることとなった。

〔②表の注〕
注l①欄の「障害者の数」とは②③④のe欄の計である。
2 ②③a欄の重度障害者については法律上、1人を2人に相当するものとしており、e欄の計を算
出するに当たリダブルカウントとしている。

3 ②③④d欄の重度以外身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間職員に
ついては法律上、1人を05人に相当するものとしており、e欄を算出するに当たり05カウントと
している。

4②③のa欄及び④のc欄は1週間の所定労働時間が30時間以上の職員であり、②③のb、 d欄
及び④のd欄は1週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の職員である。
5 ②③④f欄の「うち新規雇用分」は平成22年 6月 2日 から平成23年 6月 1日 までの1年間に新規
に雇い入れられた障害者数である。

6()内 は平成22年 6月 1日 現在の数値である。
なお、精神障害者は平成18年4月 1日から実雇用率に算定されることとなった。



3公的機関の各機関の状況 (法定雇用率2.1%)       【詳細表 ⑥】
(1)各市町村機関の障害者雇用状況

●市

①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数 ②障害者

の数 ③実雇用率 ④不足数 備  考

岐阜市
人

3,554.〔

人
　
・
５

％

７９

人

105 (注4)①地方特例
大垣市 1,881.こ 36.0 3.0

高山市 0.0 (注4)②地方特例
多治見市 920.こ 17.0 1.85 2.0 (注4)③地方特例
関市 880.C 19.0 0.0 (注4)④地方特例
中津川市 1045C 0.0

美濃市 7.0 0.0

瑞浪市 428.C 8.0 0.0 (注4)⑤地方特例
羽島市 698.5 15.0 0.0 (注4)⑥地方特例
恵那市 720.0 15.0 2.08 0.0

美濃加茂市 556.5 12.0 0.0 (注4)⑦地方特例
土岐市 952.0 2.05 0.0 (注4)③地方特例
各務原市 1,078.0 23.0 0.0 (注4)③地方特例
可児市 15.0 2.14 0.0 (注4)①地方特例
山県市 11.0 0.0 (注4)①地方特例
喘穂市 429.0 9.0 0.0 (注4)⑫地方特例
飛騨市 610.5 17.0 2.78 0.0 (注4)⑩地方特例
本巣市 10.0 0.0 (注4)⑭地方特例
EB上市 1.124.5 24.0 0.0 (注4)①地方特例
下呂市 760.5 18.0 0.0 (注4)①地方特例
毎津市 586.5 12.0 2.05 0.0 (注4)①地方特例
計 19,072.5 394.5 2.07

●町村

①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数 ②障害者

の数 ③実雇用率 ④不足数 備  考

岐南町
人

187.0

人
　
・
０

％

２‐

人
　
・
００

笠松町 5.0 2.87 0.0

養老町 5.0 0.0

垂井町 5.0 0.0 (注4)①地方特例
闘ヶ原町 240.[ 2.08 0.0

神戸町 137.C 3.0 0.0

輪之内町 2.54 0.0

安ノヽ町 123.C 2.0 0.0

揖斐川町 405.C 9.0 2.22 0.0

大野町 5.0 2.60 0.0

池田町 0.0

北方町 2.0 0.0

坂祝町 1.0 0.0

冨加町 59.5 0.0

川辺町 2.0 2.41 0.0

七宗町 67.0 2.99 0.0

′ヽ百津町 142.0 0.0

白川町 2.0 1.44 0.0 (注4)①地方特例
東白川村 1.09 0.0

卸嵩町 0.98

自川村 68.C 1.0 1.47 0.0

計 3,220.C 67.5

市町村計

人

２
．
５２

人

462.0

％

０７

人

17.0



●教育委員会

①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数 ②

障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備  考

大垣市

人

437.5

人

6.0

%
1.37

人

中津川市 330.C 7.0

恵那市 179.C 3.0 0.0

養老町

計 1,0825 3.0

●広域連合

①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数 ②障害者

の数 ③実雇用率 ④不足数 備  考

じとす広域連合
人

160.5

人

4.0

％

４９

人

0.0

雨ur何機関寺

総  計
人

23.535.5

人

485.5

％

０６

人

(注1)①幅の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数Jとは、職員総数から除外職員数及び除外率相当職
員数 (:日除外職員が職員総数に占める割合を基に設定した除外率を乗じて得た数)を除いた職員数である。

(注2)②輛の「障害者の数Jとは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務職員
以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上、1人を2人に相当するものとしてダブルカ
ウントを行い(短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については1人を1カウントとす
る。)、 重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間勤務職員については、法律
上、1人を0.5人に相当するものとして0.5カウントとしている。

(注3)④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数(1未満の端数切り捨て)から②欄の障害
者の数を減じて得た数であり、これが「0.0」となることをもつて法定雇用率達成となる。
したがつて、実雇用率が法定雇用率を下回つていても、不足数が「0.0」となることがあり、この場合、法定雇
用率達成となる。

(注4)注4の機関は地方特例認定を受けている。
地方特例とは、市町村長部局とその他の機関(教育委員会等)の申請に基づき、労働局長の認定を受けた
場合、その他の機関に勤務する職員を市町村長部局に勤務する職員とみなすものである。
①岐阜市のその他の機関は岐阜市上下水道事業部、岐阜市教育委員会をいう。
②～⑩の市町のその他の機関はそれぞれの市町教育委員会をいう。



【詳細表 ⑦】
(2)地方独立行政法人の障害者雇用状況

(注1)①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当
数(身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占め
る業種について定められた率を乗じて得た数)を除いた労働者数である。

粧a鯛
鰤 群 野 liξ]  蟄肇ば響 F言贅錨 鍬戴靭,ある重度身体障害者及び重度知的障害者については

1人を1カウントとする。)、 重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間
勤務職員については、法律上、1人を0.5人に相当するものとして0.5カウントとしている。

(注3)④欄の「不足数」とは、①欄の労働者数に法定雇用率を乗じて得た数(1未満の端数切り捨て)から
②欄の障害者の数を減じて得た数であり、マイナスになる場合は「0.OJと表示しており、これが「0
0」となることをもって法定雇用率達成となる。
したがって、③実雇用率が法定雇用率を下回つていても、不足数が「0.OJとなることがあり、この場
合、法定雇用率達成となる。

①法定雇用障害者数の算
定の基礎となる労働者数 ②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備  考

也方独立行政法人
成阜県総合医療センター

人

727.0

人

10.0

%

1.38

人

5.0
平成22年4月 1日
岐阜県から独立行政法人化

地方独立行政法人
員阜県立多治見病院

6050 6.0 0.99 6.0

地方独立行政法人
皮阜県立下呂温泉病院 262.5 1.0 0.38 4.0

計 1.594.5 17.0 1.07


